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「新南向政策」に見る日台企業の連携機会(前編)

「新南向政策」発展契機及び目標
　台湾の製造業は内需の規模が小さく、かねてより輸出に大きく
依存しながら産業発展を続けている。経済部の統計によると、
2016年の貿易総額は5,113億4千万米ドルであり、このうち輸出
額は2,804億米ドル、輸入金額は2,309億4千万米ドルである。輸
出国のトップは中国（香港を含む）で、輸出総額の40%を占めてお
り、次いでASEAN10ヶ国が全体の18.3%を占めている。こうした
データからも分かるように、台湾はこれまで単一市場への輸出依
存度が非常に高く、大きなリスク要因となっている。更に、政権交代
や市場環境変化に伴うサプライチェーンの再編などの影響もあり、
国内産業の永続的発展に向けて、経済貿易戦略に調整が必要と
なっている。
　なお、2016年8月16日、蔡英文総統は「新南向政策要綱領」を
発表し、「新南向政策」を今後の台湾の対外経済・貿易発展の重
要ポイントとして位置付けている。「新南向政策」は、ASEAN諸国
や南アジア、オーストラリア、ニュージランド等18ヶ国（以下、新南向
国家）との経済貿易、IT、文化等における双方向の交流を拡大し、

【 今 月 の ト ピ ッ ク ス 】

　台湾はこれまで対外貿易に依存する形で産業発展を遂げてきたが、世界のサプライチェーン構造の変化、政治・経済環
境の変化、内需の低迷等の影響を受け、蔡英文総統は「新南向政策」を発表した。当政策は、東南アジア諸国連合（ASE-
AN）や、南アジア、オーストラリア、ニュージーランド等18ヶ国における経済・貿易、科学技術、文化等の相互の交流拡大を
目指すものである。人材、資源、市場を双方に融通させ、相互補完することでウィンウィンの連携モデルの構築を念頭に、特
に経済貿易協力、人材交流、医療・技術・観光等多面的な交流、地域連携の４項目を主軸に推進される。本稿では、「新南向
政策」推進の背景及び4つの推進項目の詳細について説明し、また後編は日台企業の連携商機に係る具体的なビジネスモ
デルについて紹介していく。

経済貿易、人材交流等の面で共に協力し合いながらウィンウィン
の関係を構築していくことを目標にしている。また、パートナー国と
の対話を強化しながら共通認識を形成し、信頼関係を強化するこ
とで問題解決を図り、相互信頼を積み重ねていく。

「新南向政策」推進計画のポイント
　「新南向政策」は、「新南向政策推進計画」に基づき、主に、経済
貿易協力、人材交流、医療・技術・観光等多面的な交流、地域連
携を主軸に推進していく予定であり（図表）、以下に詳細について
説明をする。

一、 経済貿易協力
　台湾及び新南向国家との貿易協力やその規模の拡大が当政策
の中核であり、具体的な推進項目としては、バリューチェーンの統
合や、内需市場の開発、インフラ建設の協力、市場参入支援、革新
的な起業機会の創出等が含まれている。単一サービス窓口を設
立し、コンサルティングサービスを提供することで、台湾及び新南
向国家との産業面における連携を深化させていく予定である。



　輸出については消費財や工作機械、医療機器を中心としてい
る。サービス産業の輸出については、デジタルコンテンツ、フラン
チャイズ経営、情報サービス、健康産業、飲食業等が中心に進め
られる。また、インフラ建設面では、グリーン運輸、スマート物流、
スマートヘルス、スマートキャンパス、電子政府、LED照明、クラ
ウドシステム等が重点領域となり、米国や日本、欧州、シンガ
ポール等の企業と戦略的パートナーシップを構築し、各地のリ
ソースを活用しながら共同でインフラ整備を進めていく。
　一例としては、台湾のEC事業者（PChome、Momo、Uitox等
のプラットフォーム）とASEAN諸国の事業者との連携による現
地市場へのサービス提供等が挙げられる。また、農業面では、
「台湾国際農業開発有限公司」を設立し、高品質な台湾の農産
品の輸出体制を強化する予定である。この他、市場参入の支援
のため、金融サービスを多様化させ、サービス拠点も拡大させる
と共に、関税やその他市場参入に関連する各種問題の解決に向
けての支援も強化していく。

二、 人材交流
　地理的にも近い台湾では数多くのASEAN諸国出身者が就
労している。また世界には非常に緊密な華僑ネットワークが形
成されている。こうした基礎を活かし、今後は新南向国家との人
材交流活動を更に活性化させていく予定である。特に教育面で
の連携や産業人材の育成、台湾に居住するASEAN諸国からの
人材活用を推進していく。
　具体的な推進事例としては、新南向国家に拠点を持つ“台商
（台湾出身者の経営する企業）”を対象に台湾で短期研修を実施
したり、台湾の中小企業の経営者層を新南向国家に派遣し実習
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や市場調査等を実施することで、現地市場についての理解を深め
ていく。この他、将来的には台湾に移住して来る“新住民”を積極
的に受け入れ、大学や専門学校等でも新南向国家に関連する学
科や授業の開設を奨励し、新住民の母語や多元的文化の優位性
を活用しながら、市場拡大に向けた重要な人的資源としていく。

三、 医療・技術・観光等多面的な交流
　台湾及び新南向国家とは今のところ正式に国交を結んでい
ないため、文化や観光、医療、農業等のソフトパワーを活用して
民間企業或いは非営利組織による双方間或いは多国間の連携
機会を積極的に模索していく必要性があり、観光や文化交流等
を通して人的ネットワークを強化していく。
　一例として、医療面では、新薬や医療機器の開発協力を促進
する。また、観光面では、台湾観光ビザの規制を緩和し、観光情
報をPRする。農業面では農業技術の指導協力を行い、関連する
農業資材等の輸出を強化し、新南向国家における農業経営力の
向上に寄与していく。

四、 地域連携
　台湾企業が単独でASEAN諸国市場を開拓する際に直面す
る様々な課題を解決するため、政府及び民間組織の協力体制を
強化する。
　特に日本企業は台湾企業よりも早い段階でASEAN諸国へ
進出しており、海外展開に関する経験も豊富である。こうした中、
今後は経済部が中心となり、日台の公的機関及び民間企業によ
る連携プラットフォーム機能を強化していく予定である。日本企
業との技術協力等により共同で新南向国家におけるバリュー
チェーンを整備し、台湾及び新南向国家間との経済・貿易活動
を活性化させる。
　また、政府は経済協力協議や経済連携項目に関する調印を積
極的に図るとともに、既に締結した二国間投資及び租税協定等
を更新及び強化していく予定である。

「新南向政策」発展に伴う日台連携の機会
　上述した「新南向政策」の推進ポイントからも分かるように、日本
企業はASEAN諸国や南アジア、オーストラリア及びニュージーラ
ンド等の国 に々おける海外展開に際し、台湾のサプライチェーンや
生産技術、華僑ネットワーク等のリソースを活用したり、公的機関
或いは民間企業との連携メカニズムを活用することが可能となり、
日台双方がウィンウィンの関係を構築することが可能となる。なお
後編では、新南向国家における日台連携モデルについて紹介する
予定である。

（林宜蓁：y2-lin@nri.co.jp）
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図：新南向政策推進の主軸及び目標市場

出所:行政院経貿談判辦公室、国家発展委員会公開情報、NRI整理
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